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第１章 策定と趣旨の位置づけ 
 

１ 策定の趣旨 

 
本市下⽔道事業は、昭和50年3⽉に住宅・都市整備公団（現 独⽴⾏政法⼈都市再⽣機構）が⼟

地区画整理事業による260.5ヘクタールの宅地開発を⾏う際に、公共下⽔道事業の認可を受け下⽔道事
業に着⼿し、昭和56年9⽉に既成市街地の⼀部を供⽤開始してから約40年にわたり、⽣活基盤としての役
割を担い、現在はほぼ市内全域の汚⽔管整備が完了しています。 

本市では、平成17年のつくばエクスプレスの開通に伴い⼈⼝増加基調が続いていますが、将来的には少⼦
高齢化社会の到来により⼈⼝が減少し、下⽔道使⽤料の収益が低下することが予測されます。⼀方、整備
後40年以上が経過する⽼朽化した下⽔道施設の⼤量更新や、今後起こりうる⼤規模地震に備えた耐震
化が急務となっており、多額の投資が必要となります。そのため、これまでの「下⽔道整備の拡⼤」から「下⽔道
施設の適切な管理」に転換した本市の下⽔道事業を持続させるため、投資と財源のバランスを図りながら、⻑
期的な視野にたった下⽔道事業運営が求められます。 

また、総務省は、「「経営戦略」の改定推進について（令和4年1⽉）」において、策定した経営戦略に沿
った取組等の状況を踏まえつつ、PDCA サイクルを通じて質を高めていくため、３年から５年内の⾒直しを⾏
うことが重要としています。  

今般、守⾕市公共下⽔道事業経営戦略の策定から５年が経過し、⾒直し時期を迎えました。この５年
間、本市下⽔道事業は経営戦略に基づき、各種施策を推進し、その進捗管理を毎年度⾏ってきましたが、
計画期間の中間時点である令和５年度において、これまでの事業を振り返り中間評価を⾏い、具体的な推
進施策や投資・財政計画の⾒直しを⾏う「守⾕市公共下⽔道事業経営戦略（改定版）」を策定しまし
た。  

本市下⽔道事業に対する⼀層のご理解とご協⼒を賜りますようお願い申し上げます。  
 

令和6年3⽉ 守⾕市上下⽔道事業 

守⾕市⻑ 松丸 修久 
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２ 位置づけ 

 
「経営戦略」は、上位計画である「第三次守⾕市総合計画」と整合を図りつつ、総務省の「経営戦略」の

策定方針を踏まえて策定します。 また、現状と将来⾒通しを把握した上で、管路・施設に関する投資の⾒
通しを試算した「投資計画」と、財源の⾒通しを試算した「財政計画」を踏まえ、収⼊と支出が均衡するよう調
整した中⻑期の「収支計画」を策定し、持続可能な公共下⽔道事業の実現に向けた具体的な取組を掲げ
ていきます。 
 

 
図 1-1 守⾕市公共下⽔道事業経営戦略の位置づけ 

 
 
 
  

利根川流域別 

下水道整備総合計画 

平成 25 年 3 月 

クリックしてテキストを⼊⼒ 

経営戦略策定・改定 

ガイドライン 

（総務省） 

平成 31 年 3 月策定 

第三次守谷市 

総合計画 

令和 4 年 3 月策定 

守谷市 

公共下水道事業経営戦略 

令和 6 年改定 

令和元年度 

～令和 10 年度 

整 合 
整 合 準 拠 

経営戦略策定・改定 

マニュアル 

（総務省） 

令和 4 年 1 月策定 

ストックマネジメント計画 令和 6 年 3 月策定 

    総合地震対策計画 令和 6 年 3 月策定 

下水道耐水化計画 現在策定中 

下水道浸水対策計画 現在策定中 
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３ 計画期間 

「経営戦略」の計画期間は、中⻑期的な観点から今後50年間の将来⾒通しを⾏った上で、今後10年間
に取り組むべき課題への対応を図るものとします。本改定は策定から５年経過したことによる中間⾒直しの位
置づけであり、計画期間は令和元年度から令和10年度までの10年間で変更しないものとします。 
 
 

４ 基本事項 

 
  本経営戦略内の年号については、平成31年度は令和元年度とし、図中はS（昭和）、H（平成）、 

R（令和）と表記しています。 
  経営戦略内の数値は、原則として国⼟交通省の下⽔道統計調査に基づいています。 
  本経営戦略は、本市で策定した※ストックマネジメント計画、総合地震対策計画、下⽔道耐⽔化計画、 

下⽔道浸⽔対策計画の結果に基づいています。 
  本経営戦略では、農業集落排⽔事業の計画は含みません。 
  本経営戦略では、公共下⽔道事業を略して下⽔道事業と称します。 
  ⽤語の説明は、P.58に記載しています。 
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５ 経営指標 

 
本経営戦略では、経営指標を次のとおりに設定し、経年変化や類似団体との⽐較を踏まえた分析結果

等を勘案し、計画期間内の目標を定めます。（詳細は第5章参照） 
 

表1-1 経営指標 

  経営指標 算 出 式 
策定時 

平成 29 年度 

現状 

令和４年度 

目標 

令和 10 年度 

投
資
計
画 

施設利⽤率 

(%) 

晴天時⼀⽇平均処理⽔量 

/晴天時現在処理能⼒×100 
68.27 66.82 ≧70.00 

⽔洗化率 

(%) 

現在⽔洗便所設置済⼈⼝ 

/現在処理区域内⼈⼝×100 
99.06 99.27 ≧99.27 

管路⽼朽化率 

(%) 

※法定耐⽤年数を経過した管路延⻑ 

/下⽔道布設延⻑×100 
0.00 0.00 1.45 

管路改善率 

(%) 

改善（更新・改良・修繕）管路延⻑ 

/下⽔道布設延⻑×100 
0.00 0.00 0.52 

財
政
計
画 

経常収支⽐率 

(%) 
経常収益/経常費⽤×100 116.18 115.97 ≧100 

累積⽋損⾦⽐率

(%) 

当年度未処理⽋損⾦ 

/（営業収益-受託工事収益）×100 
0.00 0.00 0.00 

流動⽐率 

(%) 
※流動資産/流動負債×100 811.44 677.69 ≧586 

企業債残高対  

事業規模⽐率 

(%) 

企業債現在高合計-⼀般会計負担額 

/営業収益-受託工事収益 

-⾬⽔処理負担⾦×100 

206.54 130.13 41.68 

経費回収率 

(%) 

下⽔道使⽤料 

/汚⽔処理費（公費負担分を除く）×100 
124.77 122.63 121.36 

汚⽔処理原価 

(円) 

汚⽔処理費（公費負担分を除く） 

/年間有収⽔量 
106.40 103.32 104.40 

有形固定資産  

減価償却率 

(%) 

有形固定資産減価償却累計額 

/有形固定資産のうち 

償却対象資産の帳簿原価×100 

43.91 53.76 ≦64.00 
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第２章 下水道事業の概要と現状分析 

 
 

１ 下水道事業のあゆみ 

本市は、⾸都圏における著しい⼈⼝集中に対処し、無秩序な市街化を抑制するとともに健全かつ良好な
市街地を形成するため、昭和 50 年 1 ⽉に 2,252 ヘクタールの都市計画決定を策定し、計画的な市街地
の整備を図ることとしました。 

この計画の⼀環として、本市下⽔道事業では、昭和 50 年 3 ⽉に、住宅・都市整備公団（現 独⽴⾏政
法⼈都市再⽣機構）が⼟地区画整理事業による 260.5 ヘクタールの宅地開発を⾏うこととなり、公共事業
として北守⾕地区に公共下⽔道を整備するための下⽔道事業認可を受け、その後、⾸都圏からの急激な⼈
⼝流⼊及び放流河川の汚濁防⽌等に対処するため、事業認可の区域を拡⼤し、現在ではほぼ市内全域の
汚⽔整備が完了しています。 

令和5年3⽉現在の下⽔道事業は、処理区域内⼈⼝69,841⼈（※普及率99.20％）、1⽇平均処
理⽔量32,073ｍ3/⽇、⾬⽔・汚⽔を合わせた公共下⽔道管の延⻑は519kmに達しています。 
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守谷市下水道事業の沿革 

 
区域⾯積のカッコ内の数字は累計を⽰します 

年度 内容 
区域⾯積 

（ヘクタール） 

事業認可⾯積

(ヘクタール) 

普及率 

（％） 

昭和 47 年度 企画開発課内に下⽔道係設置    

昭和 49 年度 

都市計画決定 

(計画処理⼈⼝ 100,000 ⼈)2,252 ヘクタール 
   

事業認可 北守⾕地区  260.5  

終末処理場 計画処理⼈⼝ 53,000 ⼈ 

⽇最⼤処理量 32,000 ⽴方メートル 
   

昭和 52 年度 公共下⽔道事業特別会計設置    

昭和 53 年度 
事業認可区域の拡⼤  

南守⾕地区及び既成市街地 
 

400.5 

（661） 
 

昭和 54 年度 
事業認可区域の拡⼤  

みずき野地区 
 

77.9

（738.9） 
 

昭和 56 年度 供⽤開始 153.9  6.2 

昭和 57 年度 

事業認可区域の拡⼤ 

工業専⽤区域及び市街化調整区域 
 

134.9

（873.8） 
 

供⽤開始 
126.4 

（280.3） 
 21.2 

昭和 59 年度 供⽤開始 
231.4 

（511.7） 
 51.7 

昭和 60 年度 供⽤開始 
36.4 

（548.1） 
 55.8 

昭和 61 年度 供⽤開始 
160.1 

（708.2） 
 63.8 

昭和 62 年度 供⽤開始 
38.8 

（747） 
 68.5 

昭和 63 年度 

都市計画決定変更 2,264 ヘクタール    

事業認可区域の拡⼤ 

工業団地、守⾕東地区及び市街化調整区域 
 

274

（1,147.8） 
 

供⽤開始 
15.7 

（762.7） 
 73.0 

平成元年度 供⽤開始 
36.7 

（799.4） 
 75.1 
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年度 内容 
区域⾯積 

（ヘクタール） 

事業認可⾯積

(ヘクタール) 

普及率 

（％） 

平成 2 年度 供⽤開始 
99.2 

（898.6） 
 78.1 

平成 3 年度 供⽤開始 
60.6 

（959.2） 
 80.7 

平成 4 年度 供⽤開始 
49.1 

（1,008.3） 
 82.6 

平成 5 年度 

事業認可変更  

終末処理場 計画処理⼈⼝ 72,000 ⼈  

⽇最⼤処理量 48,000 ⽴方メートル 

   

供⽤開始 
26.7 

（1,035） 
 84.3 

平成 6 年度 供⽤開始 
12.7 

（1,047.7） 
 85.3 

平成 7 年度 

事業認可区域の拡⼤ 

美園地区及び市街化調整区域 
 

282.2

（1,430.0） 
 

供⽤開始 
25.2 

（1,072.9） 
 86.2 

平成 8 年度 

供⽤開始 
9.9 

（1,082.8） 
 86.6 

⻄板⼾井地区農業集落排⽔事業計画採択 

（計画⼾数 168 ⼾、計画⼈⼝ 970 ⼈） 
   

平成 9 年度 供⽤開始 
47.7 

（1,130.5） 
 87.6 

平成 10 年度 供⽤開始 
4.28 

（1,134.8） 
 87.7 

平成 11 年度 供⽤開始 
140.0 

（1,274.8） 
 90.4 

平成 12 年度 

事業認可区域の拡⼤  

市街化調整区域 
 

608

（2,038.0） 
 

供⽤開始 
61.4 

（1,336.2） 
 91.6 

⻄板⼾井地区農業集落排⽔処理場運転開始 

(10 ⽉ 1 ⽇)（供⽤開始 28 ヘクタール） 
   

農業集落排⽔事業の事務移管を受ける。    

平成 14 年度 供⽤開始 
182.3 

（1,518.5） 
 93.4 
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年度 内容 
区域⾯積 

（ヘクタール） 

事業認可⾯積

(ヘクタール) 

普及率 

（％） 

平成 15 年度 供⽤開始 
139.2 

（1,657.7） 
 95.5 

平成 16 年度 供⽤開始 
265.0 

（1,922.7） 
 98.5 

平成 17 年度 

供⽤開始 
11.9 

(1,934.6) 
 98.63 

下⽔道事業に、地方公営企業法を全部適⽤    

⽔道事務所と組織統合し、新たに上下⽔道事

務所上下⽔道課とする。 
   

平成 18 年度 供⽤開始 
3.1 

(1,937.7) 
 98.64 

平成 23 年度 供⽤開始、事業認可区域の拡⼤ 
0 

(1,937.7) 

1.0

（2,039.0） 
99.00 

平成 26 年度 
下⽔道使⽤料改定（消費税法改正による）    

事業認可変更 計画⼈⼝ 69,637 ⼈   99.04 

平成 27 年度 
FIT を活⽤した消化ガス発電事業開始 

（10 ⽉から稼働） 
  99.04 

平成 29 年度 守⾕市管路施設管理業務委託の導⼊   99.08 

平成 30 年度 

供⽤開始、事業認可変更（管理点検・頻度の

追加）計画⼈⼝ 69,700 ⼈ 

82.3 

(2,020.0) 
 99.09 

計画⽇最⼤汚⽔量︓46,141 ⽴方メートル/⽇    

令和４年度 事業認可変更（事業施⾏期間の変更）   99.20 
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令和５年３⽉31⽇現在の事業の概要 
行政区域内人口（A） 70,404 ⼈ 

処理区域内人口（B） 69,841 ⼈ 

※普及率（B）/（A）×100 99.20% 

1 日平均処理水量 32,073 ⽴方メートル 

1 日最大処理水量 40,620 ⽴方メートル 

年間総処理水量（C） 11,912,420 ⽴方メートル 

年間総有収水量（D） 10,284,870 ⽴方メートル 

有収率（D）/（C）×100 86.34% 

下水道管布設延長 519 キロメートル 

※総務省︓地方公営企業決算状況調査より 
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２ 普及率と有収率 

平成28年度から令和4年度における処理⼈⼝は、⾏政区域内⼈⼝の増加に伴い増加傾向にあり、年間
総処理⽔量は年度によってバラつきはありますが、増加傾向にあります。普及率は99％以上で農業集落排
⽔事業と合わせた普及率は100％です。 

近年の有収率の減少は、豪⾬時の⾬⽔流⼊などが主な原因と考えられ、⽼朽化したマンホール蓋を新型
マンホール蓋へ交換することによる⾬⽔浸⼊対策や⽼朽管路の布設替えにより、不明⽔の浸⼊を最⼩限にと
どめる対策を今後も進める必要があります。 

 
図2-1 普及率の推移 

 

 
図2-2 有収率の推移 

 
表2-1 普及率及び有収率の推移 

 
総務省︓地方公営企業決算状況調査より 
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98.00%
99.00%
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⾏政区域内⼈⼝（⼈） 処理区域内⼈⼝（⼈） 普 及 率（％）

（⼈）

40.00%

60.00%
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15,000,000

H28
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H29
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H30
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(2019)
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有収率の推移

年間総処理⽔量（㎥） 年間総有収⽔量（㎥） 有 収 率（％）

（m3）

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

⾏政区域内⼈⼝（⼈） 66,330 67,105 67,729 68,828 69,573 69,996 70,404

処理区域内⼈⼝（⼈） 65,701 66,485 67,115 68,232 69,000 69,429 69,841

普　及　率（％） 99.05% 99.08% 99.09% 99.13% 99.18% 99.19% 99.20%

年間総処理⽔量（㎥） 12,184,759 12,655,377 12,011,004 12,307,560 12,196,890 12,392,860 11,912,420

年間総有収⽔量（㎥） 10,394,437 10,547,838 10,624,180 10,483,888 10,298,801 10,275,654 10,284,870

有　収　率（％） 85.31% 83.35% 88.45% 85.18% 84.44% 82.92% 86.34%
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３ 処理施設と管路の状況 

3-1 処理施設 

 
本市の下⽔道事業は、『単独公共下⽔道』として市単独で処理場（守⾕浄化センター）を設置して、汚

⽔を処理しています。処理⽔の放流先は、⼀級河川である利根川で、下⽔道計画の上位に位置する『利根
川流域別下⽔道整備総合計画』に準じた計画となっています。 

守⾕浄化センターでは、『※標準活性汚泥法』による汚⽔排⽔処理を⾏っており、現有施設の処理能⼒は
⽇最⼤汚⽔量48,000㎥/⽇です。『標準活性汚泥法』とは、空気と微⽣物によって有機物を分解する最も
⼀般的な汚⽔排⽔処理方法です。 
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3-2 管路施設 

 
令和４年度末における管路の総延⻑は519kmです。「守⾕浄化センター」と「管路施設の位置図」を図

2-3に⽰します。さらに、管種ごとの延⻑と割合を図2-4、布設年度ごとの延⻑を図2-5に⽰します。 
 
 
 

図2-3の管路位置図からは、農⽤地以外の⼤半の地域に管路施設が布設されていることが確認できます。
本市公共下⽔道の普及率は、令和5年3⽉現在で99.20％です。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図2-3 浄化センター、管路位置図 
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図2-4から、管路の⼤半が、鉄筋コンクリート管（51.0％）と硬質塩化ビニル管（42.3％）で布設され
ていることが分かります。また、図2-5から、昭和50年代後半から昭和60年代前半にかけて、集中的に整備
されていることが分かります。 

 
図2-4 管種別延⻑(km)、割合（％） 

 
 

昭和56年度の供⽤開始以降に下⽔道管路が集中して布設され、法定耐⽤年数では、多くの管路が令
和12年度以降に更新時期を迎えることとなります。 
 

 
図2-5 布設年ごとの延⻑(km) 
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3-3 ポンプ場 

市内には建屋の汚⽔中継ポンプ場が 6 か所、※マンホールポンプ場が 64 か所あります。 
 

 
図 2-6 汚⽔中継ポンプ場 
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４ 事業経営 

4-1 会計の仕組み 

下⽔道事業は、地方公営企業として地方公営企業法の適⽤を受け、下⽔道使⽤料を主財源とする※
独⽴採算制の下で運営を⾏っています。下⽔道事業の会計は⺠間企業と同様に※複式簿記を採⽤した企
業会計で、収益的収支と資本的収支の2本⽴てで会計処理を⾏います。 
 
 
 
 
 
 
 
 

4-2 収益的収支 

収益的収⼊は、平成27年度から平成30年度まで、横ばい傾向にあり、令和元年度以降は、固定資産
の整理に伴う受贈資産の計上等により、※⻑期前受⾦戻⼊額が増加していますが、それ以降は横ばい傾向
です。下⽔道使⽤料収益については減少傾向です。 

収益的支出は、収⼊同様に概ね横ばい傾向にあり、令和元年度以降は固定資産の整理に伴う受贈資
産の計上等により、減価償却費が増加していますが、それ以降は横ばい傾向です。 
 

 
図 2-7 収益的収支 
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下⽔道使⽤料などの収⼊と下⽔道施設の維持管理や利息の支払いなど事業運営に必要な支出 
 

資本的収支 

借入による資金調達や国庫補助金などによる収入と下水道施設の建設や改良などの設備投資

及び借入金の元金返済に必要な支出 
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4-3 資本的収支と企業債残高 

資本的収支は、施設更新等にどれだけの費⽤を投じるかにより変動します。 
過去8年間における平均的な資本的支出は5.7億円程度で、浄化センターの改築・更新事業が主なもの

です。なお、収支の不⾜する分については、※内部留保資⾦等の補填財源を充てて対応しています。 
令和４年度の※企業債元⾦残高は18.4億円となっています。本市では平成20年度以降新たな企業債

の借⼊は⾏っておらず、過去に借⼊れた企業債を着実に返済しつつ、起債に頼らない運営を⾏っています。 
 

 
図2-8 資本的収支 

4-4 繰⼊⾦の状況 

⼀般会計からの繰⼊⾦には、毎年度、総務副⼤⾂から通知される「地方公営企業繰出⾦について」に定
める基準に基づく繰⼊⾦（基準内繰⼊⾦）と、それ以外の基準に基づかない繰⼊⾦（基準外繰⼊⾦）が
あります。下⽔道事業において、⾬⽔処理に要する費⽤等は⼀般会計が負担する経費として基準内繰⼊⾦
とされており、基準外繰⼊⾦はそれ以外の経費等に充てるため地方公共団体独⾃の政策判断による繰⼊⾦
です。本市の基準外繰⼊⾦は、過去の区画整理事業の下⽔道整備費を市に替わって借り⼊れた企業債の
償還⾦等があります。 
 

 

図 2-9 繰⼊⾦ 
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4-5 下⽔道使⽤料 

本市の下⽔道使⽤料は、基本料⾦と※従量料⾦で構成されています。 
本市の20m3/⽉当たりの下⽔道使⽤料は2,184円（図2-10）であり、東京都と⽐較すると⼀般⽤の

下⽔道使⽤料は、やや高い⽔準にあるといえます。本市は⼤都市よりも下⽔道整備が新しく、かつ、⼈⼝密
度も低いことから、⼀世帯当たりが負担する下⽔道整備費⽤は⼤都市と⽐べると割高となりますが、県内では
最も安くなっています。 
 

表2-2 守⾕市下⽔道使⽤料 

 
 

 
図2-10  周辺市町村、東京都、守⾕市下⽔道使⽤料 

 
 
 
  

下⽔道使⽤料（１か⽉）
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臨時⽤
　　⼀般従量料⾦及び臨時⽤料⾦は、１㎥当たりの単価です。
　　⾦額には消費税相当額は含まれておりません。

（算定式）
⼀般⽤1か⽉で20⽴方メートルを使⽤した場合
　基本料⾦︓466円
　従量料⾦（1から10⽴方メートル）︓ 46円×10⽴方メートル＝460円
　従量料⾦（11から20⽴方メートル）︓106円×10⽴方メートル＝1,060円
　合計料⾦（1か⽉当たり）︓（466円＋460円＋1,060円）×（1+消費税率）＝1,986円×1.1＝2,184円
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4-6 経営指標 

本市下⽔道事業と規模が近い事業体（処理区域内⼈⼝3万⼈以上、10万⼈未満）の平均値におけ
る経営指標の⽐較を⾏います。 

経営指標には、総務省の「経営⽐較分析表」に記載されている8つの指標（表2-3）を採⽤しています。 
 

4-7 経営の健全性・効率性 

経常収支⽐率は類似団体よりも高く100%を上回っており、適切な使⽤料収⼊が得られているといえます。
しかしながら、⼈⼝減少等により収⼊の減少が⾒込まれることから、今後はより効率的な事業経営が必要とな
ります。さらに、下⽔道事業の安全性を確保するため、流動資産が減少しないように努めていく必要がありま
す。 

また、本市では平成20年度から起債の借⼊はしておらず、建設改良費の財源不⾜には内部留保資⾦等
を活⽤しているため、企業債残高対事業規模⽐率及び、※汚⽔処理原価は類似団体よりも低く、財務の安
定性の指標である※流動⽐率や経営状況の健全性を⽰す※経費回収率、下⽔道処理区域内の接続状
況を⽰す※⽔洗化率は高くなっています。これらのことから、本市下⽔道事業における経営の健全性や効率
性は良好な状況にあるといえます。 
 

表2-3 経営の健全性・効率性に関する事業指標（R3） 

 
 

4-8 ⽼朽化の状況 

本市の下⽔道管路は、⽐較的整備が新しく、法定耐⽤年数に達していないため、管路⽼朽化率は
0.00%となっておりますが、今後、⽼朽化管路が増加することを踏まえると、ストックマメジメント計画を基に、
適切な更新を⾏っていくことが重要となります。 
 

表2-4 ⽼朽化の状況に関する事業指標（R3） 

 

事業指標 守⾕市 類似団体
経常収支⽐率(％) 122.90 108.04
累積⽋損⾦⽐率(％) 0.00 4.49
流動⽐率(％) 1,015.54 68.53
企業債残高対事業規模⽐率(％) 144.57 825.10
経費回収率(％) 138.43 97.07
汚⽔処理原価（円/㎥) 91.34 157.81
施設利⽤率(％) 69.42 64.92
⽔洗化率(％) 99.24 92.88

事業指標 守⾕市 類似団体
有形固定資産減価償却率(％) 51.92 25.66
管路⽼朽化率(％) 0.00 1.61
管渠改善率(％) 0.01 0.17
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５ 組織体制と維持管理 

5-1 組織体制 

本市上下⽔道事務所では、10名の職員が下⽔道事業支弁職員として在籍しています（令和４年度実
績）。職員数は、近隣の事業体と⽐べると⽐較的多いほうですが、類似事業体と⽐較すると、少ない状況で
す(P.28)。また、職員⼀⼈当たりの処理区域内⼈⼝は、近隣の事業体と⽐べて多くなっています。また、職
員の平均年齢は43歳で下⽔道事業での平均経験年数は5年となっており、他の事業体と⼤きな相違はあり
ません。 
 

表2-5 有資格者数及び平均経験年数 

 
 

5-2 維持管理（業務の委託状況） 

業務の効率化と利⽤者のサービス向上を図るため、令和５年４⽉より、これまでの運転管理業務の包括
業務委託からコンサルタント業務を加えた拡⼤型包括業務を⺠間事業者に委託しており、⺠間活⼒を最⼤
限に活⽤しています。その業務内容は以下に⽰すとおりです。また、職員は委託会社に対して監督・指導を⾏
っており、下⽔道事業の技術⼒の根幹を担っています。 
 

委託状況 
・下⽔道施設の運転管理業務（運転、⽔質管理、調達管理等） 
・下⽔道施設の保守管理（設備の保守点検、簡易な補修等） 
・修繕業務（定期修繕、突発修繕等） 
・コンサルタント業務（各種計画等の改定・策定、耐震診断、改築工事実施設計等） 

 
  

(⼈) (⼈) (歳) (年) (⼈/⼈)
10 2 43 5 6,984

⼟浦市 21 10 36 5 5,960

つくば市 20 2 42 2 9,899

稲敷市 5 0 40 3 1,064

美浦村 4 0 50 4 1,963

阿⾒町 5 0 38 4 6,598

河内町 2 0 50 4 1,700

 （出典）本市︓令和４年度、他事業体︓平成30年度

1,818

職員1⼈当たりの
処理区域内⼈⼝

取⼿地方広域
下⽔道組合

守⾕市

事業体名
下⽔道事業
支弁職員数 技術系職員 平均年齢

県
　
南
　
地
　
域

50 19 43

平均経験年数

19
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第３章 将来の事業環境と課題 

 

１ 外部環境 

1-1 汚⽔処理⼈⼝と処理⽔量（汚⽔）の推移 

将来の汚⽔処理⼈⼝と処理⽔量（汚⽔）の推計結果は、図3-1のとおりです。 
本市では、⼟地区画整理事業等に伴う⾏政区域内⼈⼝の増加により、汚⽔処理⼈⼝も増加傾向にあり

ます。将来の汚⽔処理⼈⼝は令和12年度頃までは増加し、その後緩やかに減少する⾒込みとなっています。
また、将来の処理⽔量も同様に令和13年度以降は緩やかに減少する⾒込みとなっています。令和13年度
以降、汚⽔処理⼈⼝の減少に伴い下⽔道使⽤料収益も減少していくことが⾒込まれることから、限られた財
源の中でより効率的かつ継続的な下⽔道運営に努める必要があります。 
 

 
図3-1 汚⽔処理⼈⼝と処理⽔量（汚⽔）の実績と推計値 
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第３章 将来の事業環境と課題 
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1-2 施設効率 

施設の効率性を⽰す施設利⽤率は、急激な⼈⼝上昇が将来に⾒込まれていないことや工業系の業種が
新たに計画されていないため安定して推移する⾒込みです。守⾕浄化センターの⽔処理能⼒48,000㎥/⽇
に対し、処理⽔量が８割前後(施設最⼤稼働率【⽇最⼤あたり】）であることから、処理⽔量と処理施設の
バランスも良好であることがわかります。今後も施設能⼒が過⼤とならないよう、最適な施設能⼒等について検
討を⾏う必要があります。 
 

 
図3-2 施設効率 
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 将来の行政区域内人口は、守谷市人口ビジョン(令和４年３月)の推計値を使用し

ています。 

 将来の汚水処理人口は、推計した行政人口に普及率(99.20％)を乗じることで算

出しています。 

 将来の※汚水量原単位は、令和４年度の実績値が将来にわたり大きな変化が無い

と考え、現在の汚水量原単位を使用して算出しています。 
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２ 内部環境 

2-1 下⽔道施設の状況 

ここでは、設備台帳（管路及び施設）のデータを⽤いて、更新対象となる資産について整理します。 

2-1-1 管路情報 

本経営戦略では、管路とは⾬⽔管・汚⽔管・マンホール（蓋を含む）のことをいいます。 
年度別管路取得額は図3-3に⽰すとおりであり、令和４年度末の総資産取得額は約310億円となってい

ます。取得年度別では昭和55年度に取得した管路の総額が最も多くなっており、下⽔道事業開始後の昭
和の時代で⼤半の整備を⾏っていることが分かります。図3-4に⽰すとおり、管種ごとにみると、鉄筋コンクリート
管の取得額が約128億円、硬質塩化ビニル管の取得額が約87億円程度と約7割を占めています。す。 

 
図3-3 年度別の管路取得額 

 

図3-4 管種別の取得額と割合 
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2-1-2 管路の管種・布設年度別延⻑ 

管路の管種ごとの布設年度別延⻑を図3-5に、管種別の布設割合を図3-6に⽰します。 
管路の総延⻑は519kmであり、布設年度別では昭和58年度の59kmが最⻑となっています。また、管種

別では鉄筋コンクリート管が総延⻑の51％（265km）を占めており、次いで硬質塩化ビニル管が42％
（219km）となっています。創設当初は鉄筋コンクリート管の採⽤が主流であったものの、近年では硬質塩
化ビニル管を採⽤することが多くなっています。 
 

 
図3-5 年度別の管種別延⻑ 

 
 

 
図3-6 管種別の布設割合 
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2-1-3 施設情報 

本経営戦略では、施設とは、浄化センターやポンプ場、⾬⽔の樋管に係る建物、機械及び装置、電気設
備、その他管路以外の構築物のことをいいます。 

年度別施設取得額（⼟地を除く）は図3-7に⽰すとおりであり、令和４年度末の総資産取得額は約
158億円となっています。取得年度別では昭和53年度に取得した施設の総額が最も多くなっています。この
額の⼤半は、守⾕浄化センターの整備費であり、平成8年度の突出した取得額は、処理区域の⼤幅な拡⼤
に伴う、最初沈殿池、エアレーションタンク、最終沈殿池の増設設置費⽤となります。 

 
図3-7 年度別の施設取得額 

 
施設として計上している主な内訳は、建物、機械及び装置（電気類）および構築物（前述に含まれな

いもの）で分類されています。また、施設の費⽤の⼤半（81％）が、処理場に投⼊されていることが分かりま
す。 
 

 
          図3-8 施設の内訳                図3-9 主要な施設の費⽤内訳 
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2-2 下⽔道施設の更新 

下⽔道施設の更新は、以下の⼿法に準じて更新を⾏います。 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

2-3 更新需要 

ここでは、下⽔道施設は法定耐⽤年数で更新、管路はリスク評価をした場合の更新費⽤について、⻑期
的な⾒通しを把握します。 
 

2-3-1 施設 

更新開始年より50年で必要な更新費⽤は、ストックマネジメント計画から約225億円と試算でき、平均す
ると１年当たり4.5億円です。 

本市では法定耐⽤年数を過ぎて使⽤している電気・機械・設備もあります。 
今後は更新需要のバラつきがないように、計画的に更新事業を実施する必要があります。さらには、維持管

理を適切に⾏うことにより、更新費⽤の発⽣そのものを抑制する必要があります。 

 
図3-10 下⽔道施設の更新費⽤ 
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劣化状況の予測に関しては、国土技術政策総合研究所が設定した※健全率予測

式を使用しています。 

 

 施 設（処理場、ポンプ場等） 

※目標耐用年数以内で施設が健全な状態を維持できる更新を行います。 

目標耐用年数は、施設の更新実績をもとに、法定耐用年数の２倍に設定してい

ます。 
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2-3-2 管路 

更新開始年より50年で必要な更新費⽤は、ストックマネジメント計画から約460億円と試算でき、平均す
ると１年当たり9.2億円です。 

本市では、令和４年度において、法定耐⽤年数には達していませんが、令和10年度から更新事業を予
定しており、今後は更新需要のバラつきがないように、計画的に更新事業を実施する必要があります。さらには、
維持管理を適切に⾏うことにより、更新費⽤の発⽣そのものを抑制する必要があります。 
 

 
図3-11 下⽔道管路の更新費⽤ 
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2-4 職員数の推移 

本市では、平成17年4⽉に⽔道事務所と下⽔道課を上下⽔道課として統合しています。組織統合以降、
効率的な組織体制の構築に努めてきたことから、上下⽔道事務所の職員数は減少傾向にありましたが、平
成28年度からは増加が⾒込まれる更新需要に対応するため、組織体制の強化に取り組んでおり、職員数は
増加傾向にあります。令和４年度時点では、上下⽔道事務所には21名の職員が所属し、上下⽔道事業に
従事しており、そのうち、下⽔道事業支弁職員は10名となっています。平成17年度の上下⽔道課発⾜以来、
⼈員の適正化に努めてきたことから、効率的な組織運営が⾏えているといえます。⼀方で、下⽔道事業の技
術職員数は２名であり、今後、下⽔道施設の更新が増えると予想されることから、⼀定数の技術職員を確
保しなければ、更新需要に対応することは難しくなると考えられます。加えて、下⽔道施設の更新には、業務
に関する知識はもとより、⼗分な現場経験や高度な技術が必要となりますが、⼀般⾏政部⾨との⼈事交流
や短い⼈事異動サイクル等により、下⽔道部⾨での⻑い経験と知識を持った技術職員の確保が困難な状況
にあります。こうした下⽔道事業従事者を取り巻く環境が厳しい中で、今後の施設更新を円滑に進めていくた
めには、事業量に⾒合った技術職員数について検討を⾏うとともに、技術職員や技術⼒の確保を、どのように
⾏っていくかについても検討を進めることが重要となります。 
 

 
図3-12 守⾕市上下⽔道事務所の職員数の推移（R4実績） 
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下⽔道事業 

支弁職員 

課⻑ 

課⻑補佐 

事業グループ 

業務グループ 

経営グル―プ 

１名（技術職員－下⽔道計画・設計） 

１名（技術職員－下⽔道計画・設計） 

うち技術職員（⼟木）2 名 

受益者負担⾦ １名 

２名 

３名 

排⽔設備   ２名（うち技術職員 1 名） 

うち技術職員（電気）１名 

2-5 職員に関する事項 

 

令和４年度 10⼈ 
  （課⻑1⼈、課⻑補佐1⼈、業務グループ3⼈、事業グループ3⼈、経営グループ2⼈） 
令和３年度 9⼈ 
  （課⻑1⼈、課⻑補佐1⼈、業務グループ3⼈、事業グループ2⼈、経営グループ2⼈） 
※職員数については、上下⽔道事務職員のうち、下⽔道事業支弁職員数を記載 
 

表3-1 守⾕市と類似事業体の指標値の⽐較 
 守⾕市 類似事業体 
下⽔道事業支弁職員数（⼈） 10 15 
職員⼀⼈当たりの処理区域内⼈⼝（⼈/⼈） 6,984 4,053 
職員⼀⼈当たりの使⽤料収益（千円/⼈） 130,300 112,462 
技術職員数（⼈） 2 8 
建設改良費（千円） 523,525 858,894 

（出典）本市︓令和４年度、類似事業体︓平成28年度地方公営企業決算状況調査 

 
 

表3-2 下⽔道事業職員配置図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（令和４年度）   
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第４章 経営の基本方針 

 

１ 基本方針 

経営の基本方針として以下の6つの施策を掲げます。 

 

1-1 下⽔道施設の計画的な更新 

本市の下⽔道事業は、昭和50年に事業に着⼿して以来、当初に整備した下⽔道施設は⽼朽化が進ん
でいます。限られた財源の中で下⽔道管路施設に起因する道路陥没事故の発⽣を防⽌し、持続的な下⽔
道機能保持のため、ストックマネジメントを踏まえた中⻑期的な更新計画に基づき、優先度を考慮した更新に
取り組みます。また、管路施設更新の際には、※更⽣工法の適⽤や、新技術の導⼊などに取り組み、適正か
つ着実な更新を進めます。 
 

1-2 下⽔道施設の耐震化 

下⽔道施設が地震により被災した場合、交通障害以外にもトイレが使⽤できなくなるなど、市⺠⽣活や社
会経済活動に⼤きな影響を及ぼすことになります。下⽔道施設は、同等の機能を代替えする⼿法がないため、
施設の耐震化を進めることが急務となっています。そのため、「下⽔道総合地震対策事業」を策定し、耐震性
の高い工法や製品を採⽤していきます。また、災害時に使⽤することが可能な「※マンホールトイレ」の使⽤につ
いて検討していきます。 
 

1-3 維持管理の充実 

現有施設を最⼤限に有効活⽤するため、⽇常点検を通じて施設・設備の劣化状況を把握し、※予防保
全による適切な維持管理を推進します。（点検を含む施設の維持・修繕） 

平成28年度に、マッピングシステムを導⼊しており、情報技術の積極的な活⽤により、効果的・効率的な
維持管理に取り組んでいます。更なる効率化に向け、設備台帳についてもシステムを導⼊し、情報技術の積
極的な活⽤に努めます。（適切な資産管理の推進） 
 

1-4 コスト縮減と経営改善 

経営感覚を発揮したコスト縮減に伴う経営の効率化を目標に、下⽔道事業の事務事業について定期的
な検証を⾏う等、経営感覚とコスト意識をもって事業運営を⾏います。 
また、企業会計に精通した職員が少ないことから、定期的な監査に加えて有識者による財務諸表や会計処
理の審査が受けられるように取り組みます。 
 

第４章 経営の基本方針 
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1-5 財政収支⾒通しに基づく事業運営 

下⽔道施設の耐震化や更新等の事業を⾏うためには多額の費⽤が必要となるものの、今後の下⽔道使
⽤料収⼊の⼤幅な増加は⾒込めません。このため、内部留保資⾦を確保しながら事業経営が⾏えるように、
ストックマネジメントを継続的に実践し、中⻑期的な財政収支⾒通しに基づいた計画的な下⽔道施設の更
新に取り組みます。 
 

1-6 適正な組織体制 

下⽔道施設の計画的な更新と耐震化を進めるためには、計画策定や設計・工事の監督等、技術者の適
正な配置が必要です。また、経営改善に取り組むためには、企業会計の実務を後進に継承していく必要があ
ります。基本方針に掲げた事項の確実な推進に向けて、適正に職員を配置できるように、⼈事担当部署と調
整します。 
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第５章 投資・財政計画 
 
 

１ 投資計画 

投資計画は、将来にわたって安定的に事業を継続していくために必要となる管路・施設に関する投資の⾒
通しを試算したものです。 

投資計画においては、本市で策定したストックマネジメント計画に基づき、各施設(管路を除く)において維
持管理・補修等による⻑寿命化を図ることにより、法定耐⽤年数よりも⻑期間使⽤することを前提とした目標
耐⽤年数を設定し、この年数に従って更新を⾏います。なお、管路に関しては、健全率予測式による劣化予
測を⾏い、併せて⽇々の点検調査を計画的に⾏うことで合理的に更新を⾏います。 
 近年、全国的に多発している⾃然災害への対策推進として、総合地震対策計画に基づき、重要な施設の
耐震化を図る「防災」と、被災を想定して被害の最⼩化を図る「減災」を組み合わせた総合的な地震対策を
⾏います。また、河川からの氾濫や内⽔氾濫の発⽣時に下⽔道施設被害による社会的影響を最⼩限に抑
制するため、下⽔道耐⽔化計画及び下⽔道浸⽔対策計画に基づき、施設の耐⽔化及び浸⽔対策を⾏い
ます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図5-1 地震による下⽔道施設の被害状況 
（出典）熊本市上下⽔道事業 熊本地震からの復興記録誌 〜地下⽔都市・熊本を守る〜 

 
 
  

第５章 投資・財政計画 

マンホールの隆起や管路内の損傷 機械設備の損傷や処理場内の浸⽔ 
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1-1 更新費⽤ 

本市の下⽔道事業は、昭和50年に事業に着⼿しており、管路の⽼朽化が進んでいることから、適切な時
期に更新していく必要があります。改築更新の方法をシナリオ(1)から(4)までの4シナリオで検証しています。  
 

表5-1 改築更新シナリオ 

検討シナリオ 概 要 

シナリオ（1） 下⽔道施設を法定耐⽤年数で更新した場合 

シナリオ（2） 
下⽔道施設を※1健全度Ⅰ、※2緊急度Ⅰで更新する場合 
(健全度Ⅱ〜Ⅴ、緊急度Ⅱ、Ⅲを許容する) 

シナリオ（3） 
下⽔道施設を健全度Ⅰ、緊急度Ⅱで更新する場合 
(健全度Ⅱ〜Ⅴ、緊急度Ⅲを許容する) 

シナリオ（4） 
下⽔道施設を設定額で更新する場合 
(緊急度Ⅰを2割程度まで許容する) 
(財政、執⾏体制の観点から、当⾯実現可能なシナリオとする) 

※1健全度とは、施設の⽼朽レベルを「健全度Ⅰ（酷）〜Ⅴ（良）」で表現し、※2緊急度とは、管
路の劣化レベルを「緊急度Ⅰ（酷）〜Ⅲ（良）」で表したものです。 

 
【シナリオ（1）】 

下⽔道施設の法定耐⽤年数で施設を更新する場合、今後50年間で1,415億円、1年当たりの平均
更新費⽤は28.3億円となります。 

 
図5-1 シナリオ（1）下⽔道施設を法定耐⽤年数で更新した場合 
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緊急度Ⅰ･･･1.9%、緊急度Ⅱ･･･21.5% 

図5-2 シナリオ（1）の緊急度割合（汚⽔管渠の例） 
 
 
【シナリオ（2）】 

下⽔道施設の健全度Ⅰ、緊急度Ⅰで施設を更新する場合、今後50年間で684億円、1年当たりの平
均更新費⽤は13.7億円となります。健全率予測式を⽤いた施設更新（経過年数ではなく、劣化具合に
よる更新）のため、法定耐⽤年数が到来する前に更新する施設が出てきますが、機能停⽌することがない
ように施設の安全に配慮した更新となります。 

 

 
図5-3 シナリオ（2）下⽔道施設を健全度Ⅰ、緊急度Ⅰで更新する場合 
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緊急度Ⅰ･･･0.3%、緊急度Ⅱ･･･35.0% 

図5-4 シナリオ（2）の緊急度割合（汚⽔管渠の例） 
 
 
【シナリオ（3）】 

下⽔道施設の健全度Ⅰ、緊急度Ⅱで施設を更新する場合、今後50年間で1,420億円、1年当たりの
平均更新費⽤は28.4億円となります。健全性を重視したシナリオですが、経済性で事業負担が⼤きくなる
ため、費⽤⾯での検討が必要になります。 

 

 
図5-5 シナリオ（3）下⽔道施設を健全度Ⅰ、緊急度Ⅱで更新する場合 
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緊急度Ⅰ･･･0.3%、緊急度Ⅱ･･･3.3% 

図5-6 シナリオ（3）の緊急度割合（汚⽔管渠の例） 
 
 
【シナリオ（4）】 

下⽔道施設を設定額で更新する場合、今後50年間で500億円、1年当たりの平均更新費⽤は10.0億
円となります。財政、執⾏体制の観点から、当⾯実現可能な更新シナリオとして計画的な点検調査を⾏い
投資の効率化を図ります。 

 

 
図5-7 シナリオ（4）下⽔道施設を設定額で更新する場合 

(緊急度Ⅰを2割程度まで許容する) 
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緊急度Ⅰ･･･21.6%、緊急度Ⅱ･･･30.2% 

図5-8 シナリオ（4）の緊急度割合（汚⽔管渠の例） 
 
 

経営戦略策定時（平成29年度）では、シナリオ(4)を採⽤しましたが、施設の⽼朽化の進⾏度を点検
調査等から検討した結果、適切な更新事業を実施するため、改築更新シナリオ(2)の適⽤に⾒直します。 

本市では、今後も下⽔道事業を3~5年ごとに⾒直しを⾏う「PDCAサイクル」を活⽤し、持続可能な下⽔
道事業を運営していきます。 
 

表5-2 シナリオの結果 

 
※指標の緊急度は、100年の平均値を⽰す   

 
  

指標 判定 指標 判定
緊急度Ⅰ

1.9%
緊急度Ⅱ
21.5%

緊急度Ⅰ
0.3%

緊急度Ⅱ
35.0%

緊急度Ⅰ
0.3%

緊急度Ⅱ
3.3%

緊急度Ⅰ
21.6%

緊急度Ⅱ
30.2%

施設の
有効利⽤ 評価

28.3億円/年

13.7億円/年

28.4億円/年

△

◎

○

○

緊急度 経済性

10.0億円/年

△

○

△

◎

△

◎

△

○

シナリオ（１） ○

シナリオ（２）

シナリオ（３）

シナリオ（４）

○

◎

△
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1-1-1 更新費⽤の平準化 

各年度の更新費⽤に⼤きな差が⽣じると、資⾦残高が⼤きく変動することとなり、財源確保や効率的
な更新の実⾏が難しくなります。そこで、更新費⽤が周辺の年度と⽐較して多い年度の事業を前後に振
り分けることにより、年度間で更新費⽤に⼤きな差が出ないように平準化を⾏います。以下に⽰す方法で、
今後50年間の管路及び施設の平準化された更新費⽤を算出します。 
 

1-1-2 更新基準の設定 

国の更新基準に関する調査・検討事例や更新実績をもとに、更新基準（目標耐⽤年数）を処理
場などの施設類は2倍で設定し、その値を基にストックマネジメントで定めた健全を保つ更新基準で実施
します。 

管路については、※圧送管のみ状態監視が困難なため、時間経過による法定耐⽤年数で更新します。
ほかの管路は状態監視が可能であるため、ストックマネジメントで定めたリスクの評価や重要路線を優先
した更新を⾏います。 
 

1-1-3 平準化方法 

①．各資産について、緊急度、健全度のリスクを評価し、年当たり更新費⽤を算定します。 
②．上記①の年当たり更新費⽤にバラつきがある場合、財政の安定を図るため、突出した年の費⽤を前

後の年に按分します。 
③．管路は、重要路線を優先的に更新します。 

 
図5-9 平準化ライン（赤い線）より突出した分を前後に按分したイメージ図 
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1-1-4 施設の更新需要 

更新基準を踏まえた更新需要の算定結果を図5-10に⽰します。 
更新基準で更新した場合、今後50年間で必要となる費⽤は約225億円です。また、更新費⽤の総

額225億円を50年間で平均すると、1年当たりの更新費⽤は4.5億円となります。 
 

 
図5-10 施設の更新需要（平準化後） 

 
 

表5-3 施設の更新需要（平準化後︓５か年平均） 
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2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

16.0

R1
(2019)

R6
(2024)

R11
(2029)

R16
(2034)

R21
(2039)

R26
(2044)

R31
(2049)

R36
(2054)

R41
(2059)

R46
(2064)

更
新

費
用

（
億

円
）

年 度

処理場(建屋除く) ポンプ場(建屋除く) マンホールポンプ 樋門･樋管

単位︓億円　
R1 R5 R10 R15 R20 R25 R30 R35 R40 R45 R50

処理場（建屋除く） 0.0 1.5 10.0 9.1 3.2 2.1 1.2 1.6 1.8 1.9 2.1
ポンプ場（建屋除く） 0.0 0.7 0.3 0.2 1.2 0.3 0.2 0.3 0.3 0.3 0.4

ﾏﾝﾎｰﾙﾎﾟﾝﾌﾟ 0.0 0.0 0.1 0.2 0.5 0.6 0.3 0.4 0.4 0.5 0.5
樋⾨･樋管 0.0 0.0 0.0 0.0 1.6 0.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
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1-1-5 管路の更新需要 

更新基準を踏まえた更新需要の算定結果を図5-11に⽰します。更新基準で更新した場合、今後
50年間で必要となる費⽤は約460億円です。（管路の更新開始は、令和10年を予定しています） 

また、更新費⽤の総額460億円を50年間で平均すると、1年当たりの更新費⽤は9.2億円となりま
す。 

現状で法定耐⽤年数を超過した管路が存在しないことから、令和10年までの更新費⽤は1年当たり
1.2億円程度と少なくなっています。 
 

 
図5-11 管路類の更新需要（平準化後） 

 
 

表5-4 管路類の更新需要（平準化後︓５か年平均） 
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R41
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R46
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更
新

費
用

（
億

円
）

年 度

汚水管渠 雨水管渠 汚水人孔蓋 雨水人孔蓋

単位︓億円　
R1 R5 R10 R15 R20 R25 R30 R35 R40 R45 R50

管渠類（汚⽔） 0.0 0.0 0.9 4.5 4.8 5.2 5.6 6.1 6.5 7.0 7.6
管渠類（⾬⽔） 0.0 0.0 0.6 3.3 3.6 3.8 4.2 4.5 4.8 5.2 5.6
⼈孔蓋（汚⽔） 0.0 0.3 0.3 0.3 0.3 0.4 0.5 0.6 0.6 0.7 0.8
⼈孔蓋（⾬⽔） 0.0 0.1 0.2 0.2 0.2 0.2 0.1 0.1 0.1 0.2 0.2
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1-1-6 更新費⽤のまとめ 

施設及び管路の更新費⽤を合わせた結果を図5-12に⽰します。 
更新基準で更新した場合、今後50年間で約685億円の費⽤が必要となります。1年当たりに必要と

なる更新費⽤は13.7億円です。（管路の更新開始は、令和10年を予定しています） 
 

 
図5-12 更新費⽤（平準化後） 

 
 

表5-5 更新費⽤（平準化後︓５か年平均） 

 
 
 
 
  

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

R1
(2019)

R6
(2024)

R11
(2029)

R16
(2034)

R21
(2039)

R26
(2044)

R31
(2049)

R36
(2054)

R41
(2059)

R46
(2064)

更
新

費
用

（
億

円
）

年度

処理場(建屋除く) ポンプ場(建屋除く) マンホールポンプ 樋門･樋管

汚水管渠 雨水管渠 汚水人孔蓋 雨水人孔蓋

単位︓億円　
R1 R5 R10 R15 R20 R25 R30 R35 R40 R45 R50

処理場（建屋除く） 0.0 1.5 10.0 9.1 3.2 2.1 1.2 1.6 1.8 1.9 2.1
ポンプ場（建屋除く） 0.0 0.7 0.3 0.2 1.2 0.3 0.2 0.3 0.3 0.3 0.4

ﾏﾝﾎｰﾙﾎﾟﾝﾌﾟ 0.0 0.0 0.1 0.2 0.5 0.6 0.3 0.4 0.4 0.5 0.5
樋⾨･樋管 0.0 0.0 0.0 0.0 1.6 0.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

管渠類（汚⽔） 0.0 0.0 0.9 4.5 4.8 5.2 5.6 6.1 6.5 7.0 7.6
管渠類（⾬⽔） 0.0 0.0 0.6 3.3 3.6 3.8 4.2 4.5 4.8 5.2 5.6
⼈孔蓋（汚⽔） 0.0 0.3 0.3 0.3 0.3 0.4 0.5 0.6 0.6 0.7 0.8
⼈孔蓋（⾬⽔） 0.0 0.1 0.2 0.2 0.2 0.2 0.1 0.1 0.1 0.2 0.2



41 
 

1-2 災害対策費⽤ 

災害対策費⽤においては、本市で策定した総合地震対策計画や下⽔道耐⽔化計画、下⽔道浸⽔対
策計画に基づき、対策需要を算定します。また、更新費⽤と同様に、今後50年間の平準化された災害対策
費⽤を算出します。 

災害対策費⽤は、今後50年間で約85億円の費⽤が必要となります。1年当たりに必要となる更新費⽤
は1.7億円です。 
 

 
図5-13 災害対策費⽤ 

 
 

表5-7 災害対策費⽤（５か年平均） 
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）

年度

地震対策 耐水化対策 浸水対策

単位︓億円　
R1 R5 R10 R15 R20 R25 R30 R35 R40 R45 R50

地震対策 0.0 0.0 2.0 1.9 2.5 1.6 0.4 0.0 0.0 0.0 0.0
耐⽔化対策 0.0 0.0 0.0 0.0 7.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
浸⽔対策 0.0 0.0 1.3 0.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
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1-3 投資計画のまとめ 

更新費⽤及び災害対策費⽤を合わせた結果を図5-14に⽰します。 
今後50年間で770億円の費⽤が必要となります。1年当たりに必要となる費⽤は15.4億円です。 

 

 
図5-14 投資計画 

 
表5-8 投資計画（５か年平均） 

 
 

投資計画に基づく目標値を以下のとおり設定します。 
 

表5-9 投資計画に基づく目標値 

  経営指標 算 出 式 
策定時 

平成 29 年度 

現状 

令和４年度 

目標 

令和 10 年度 

投
資
計
画 

施設利⽤率 

   (%) 

晴天時⼀⽇平均処理⽔量 

/晴天時現在処理能⼒×100 
68.27 66.82 

≧70.00 
（H29 年度策定時を改善） 

⽔洗化率 

   (%) 

現在⽔洗便所設置済⼈⼝ 

/現在処理区域内⼈⼝×100 
99.06 99.27 ≧99.27 

管路⽼朽化率 

   (%) 

法定耐⽤年数を経過した管路延⻑ 

/下⽔道布設延⻑×100 
0.00 0.00 

1.45 

(7.5km/516.5km×100) 

管路改善率 

   (%) 

改善（更新・改良・修繕）管路延⻑ 

/下⽔道布設延⻑×100 
0.00 0.00 

0.52 

(2.7km/516.5km×100) 
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R41
(2059)

R46
(2064)

投
資

費
用

（
億

円
）

年度

更新費用(施設) 更新費用(管路) 災害対策費用

単位︓億円　
R1 R5 R10 R15 R20 R25 R30 R35 R40 R45 R50

更新費⽤（施設） 0.0 2.2 10.4 9.5 6.5 3.3 1.8 2.3 2.5 2.7 2.9
更新費⽤（管路） 0.0 0.3 2.0 8.3 8.9 9.7 10.4 11.2 12.1 13.1 14.2

災害対策費⽤ 0.0 0.0 3.2 2.3 9.8 1.6 0.4 0.0 0.0 0.0 0.0
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２ 財政計画 

財政計画は、投資計画等の支出を賄うための財源の⾒通しを試算した計画です。 
 

財源目標 
① 経常収支⽐率︓100%以上 
② 資⾦残高確保額（内部留保資⾦）︓下⽔道使⽤料収益の50% 

 

設定理由 

① 健全な経営を維持できるように、経常収支⽐率は100%以上を維持するように設定
します。 
② 後年度における施設更新に備えるため、内部留保資⾦の確保を目標として設定して
います。なお、資⾦の確保額は、不測の⼤規模修繕に対応することを想定して、各年度
における下⽔道使⽤料収益の半年分としています。 
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2-1 収⼊・支出の検討条件 

収益的収支及び資本的収支の条件設定は、以下のとおりです。 
 

2-1-1 収益的収支 

収益的収支の条件設定 
1.収益的収⼊ 
 
営業収益 

使⽤料収⼊ 使⽤料単価（126.69円/ｍ3）×年間有収⽔量で算定 
受託工事収益 包括業務委託より、農業集落排⽔施設の維持管理費を⾒込む 
その他 過去5年間（平成30年度〜令和４年度）の決算平均額に物

価上昇を⾒込む 
 
 
 
営業外収益 

補助⾦ 包括業務委託より、各種計画策定の費⽤に基づき算定 
⻑期前受⾦戻⼊ 投資計画を踏まえて算定 

 
 
その他 

受取利息は、令和4年度決算額を基準に、前年度末の資⾦残高
と連動（※前年度末の資⾦残高と連動させるため、令和5年度の
予算額ではなく、令和4年度決算額を基準としている） 
雑収益は、過去5年間（平成30年度〜令和4年度）の決算平
均額で⼀定 

2.収益的支出 
 
営業費⽤ 

職員給与費 令和5年度予算額を基準に、⼈件費上昇を⾒込む 
 
経費 
 

動⼒費は、令和5年度予算額を基準に物価上昇を⾒込む 
修繕費は、包括業務委託の修繕計画及び管渠修繕費（汚⽔、
⾬⽔、樋管）の過去5年間（平成30年度〜令和4年度）の決
算平均額に物価上昇を⾒込む 

その他は、過去5年間の実績額を基準に物価上昇を⾒込む 

減価償却費 将来の償却資産への投資シミュレーションに連動 
営業外費⽤ 
 

支払利息 償還条件（5年据置、30年償還、利率1.2％（ただしR11以降
は1.5％））に基づく額 

その他 過去5年間（平成30年度〜令和4年度）の決算平均額を基に
算定 
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2-1-2 資本的収支 

 
資本的収支の条件設定 

 

 

 

3.資本的収⼊ 
企業債 シミュレーションに連動した額 
他会計補助⾦ 48万円で⼀定 
他会計負担⾦ 投資計画に基づき算定 

国補助⾦ 投資計画に基づき算定 

他会計貸付⾦返還⾦ 令和6年度に12億円、令和8年度及び令和9年度に２億円、令
和10年度に2.1億円の返還⾦を⾒込む 

他会計出資⾦   
収⼊予定がないため、計上しない 
 

工事負担⾦ 
固定資産売却代⾦ 
その他（受益者負担⾦等） 過去の実績値額に基づき算定 
4.資本的支出 

建設改良費 
下⽔道建設費 投資計画の結果を反映 

営業設備費 
過去5年間（平成30年度〜令和4年度）の決算平均額に物価
上昇を⾒込む 
10年毎に⾞両購⼊費の200万円/台を計上 

企業債償還⾦  償還予定に基づく 

他会計貸付⾦ 令和5年度に12億円、令和6年度に6.1億円の貸付⾦を⾒込む 

他会計⻑期借⼊返還⾦ 
支出予定がないため、計上しない 

その他 
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2-2 財政収支の⾒通し 

前項に基づいて算定された財政収支の⾒通しを⽰します。なお、計画期間内においては財源目標①、
②を達成するように試算しています。 
 

2-2-1 収益的収支 

収益的収支とは、年間の汚⽔処理にいくらを要し、その費⽤に対していくらの収⼊があったのかについて、そ
の年の純利益または純損失を知るための収支を表したものです。計画期間においては、処理⼈⼝の増加に伴
って使⽤料収益が増加することから、収益的収⼊は、緩やかな右肩上がりで推移します。なお、減価償却費
の増加により、計画期間内における収益的支出も緩やかな右肩上がりで推移しますが、計画期間内では収
益的収⼊が収益的支出を上回る⿊字経営を維持することができるとともに、計画期間最終年度（令和10
年度）において、2.3億円の純利益を確保できる⾒込みです。 

しかしながら、計画期間以降も投資費⽤の増加に伴って減価償却費等が増加するため、収益的支出は
右肩上がりで推移する⾒込みであり、令和18年度までは収益的収⼊が収益的支出を上回る⿊字経営を維
持することができるものの、令和19年度以降は収益的収⼊が収益的支出を下回る赤字経営となる⾒通しで
す。 
 

 
図5-15 収益的収支と損益 

 
表5-10 収益的収支と損益 
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収
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的
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（

億
円

）

（年度）

収益的収⼊ 収益的支出 損益

実績

計画期間

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R20 R30 R40 R50
(2018) (2019) (2020) (2021) (2022) (2023) (2024) (2025) (2026) (2027) (2028) (2038) (2048) (2058) (2068)

収益的収⼊ 19.9 23.1 21.3 22.3 22.6 23.5 22.3 22.0 22.8 23.1 23.2 24.5 23.8 19.8 19.4
収益的支出 18.1 19.9 18.5 18.1 19.5 22.5 20.3 20.1 20.3 20.6 20.9 24.7 25.6 25.8 30.1
損益 1.8 3.2 2.7 4.1 3.1 0.9 2.0 1.9 2.5 2.5 2.3 △ 0.3 △ 1.8 △ 6.0 △ 10.6

　　　　　　年度
 
　
　億円

⻑期計画期間
計画期間

実績
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2-2-2 汚⽔処理原価と使⽤料単価 

汚⽔処理原価とは、1m3の汚⽔処理に要した費⽤、使⽤料単価とは、1m3あたりの使⽤料収⼊で
す。 

計画期間においては、汚⽔処理原価が使⽤料単価を下回ることから、下⽔道使⽤料により汚⽔処
理に要した費⽤を賄うことができる⾒込みです。 

計画期間以降では、令和19年度以降に汚⽔処理原価が使⽤料単価を上回るようになり、その後も
汚⽔処理原価が上昇し続ける⾒込みであることから、令和19年度以降は汚⽔処理に要する費⽤を下
⽔道使⽤料収⼊で賄うことができなくなると考えられます。 
 

 
図5-16 使⽤料単価と汚⽔処理原価 

 
表5-11 使⽤料単価と汚⽔処理原価 
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使⽤料単価 汚⽔処理原価

実績

計画期間

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R20 R30 R40 R50
(2018) (2019) (2020) (2021) (2022) (2023) (2024) (2025) (2026) (2027) (2028) (2038) (2048) (2058) (2068)

使⽤料単価 132.62 130.92 118.86 126.45 126.69 126.09 126.70 126.70 126.70 126.70 126.70 126.70 126.70 126.70 126.70
汚⽔処理原価 117.79 86.38 93.23 91.34 103.32 124.44 110.53 107.73 103.24 103.45 104.40 129.32 144.25 186.69 236.05

　　　　　　年度
 
　
　m3/円

計画期間
⻑期計画期間

実績
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2-2-3 資本的収支と内部留保資⾦ 

資本的収支とは、⽼朽化した施設や管路などの整備に係る費⽤の収支を表したものです。計画的に下⽔
道施設を整備するためには、そのための資⾦（内部留保資⾦や企業債等）を適正に確保する必要がありま
す。 

計画期間内においては、資本的収支不⾜額（収⼊と支出の差で⽣じる不⾜額）の発⽣により、資⾦残
高は緩やかに減少するものの、計画期間最終年度である令和10年度においても11.4億円程度の内部留
保資⾦を確保することができる⾒込みです。  

⼀方で、計画期間以降は、利益の減少や投資費⽤の増加等により、資⾦残高が減少していく⾒通しとな
っています。また、更新需要の増加が⾒込まれ、これら増加する更新需要に適切に対応するため、本推計に
おいては技術職員を２名増員する計画としていますが、将来の技術職員数については、実際の事業の進捗
状況等を踏まえて、定期的な検討を⾏う必要があります。 
 

 
図5-17 資本的収支と内部留保資⾦ 

 
表5-12 資本的収支と内部留保資⾦ 
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計画期間

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R20 R30 R40 R50
(2018) (2019) (2020) (2021) (2022) (2023) (2024) (2025) (2026) (2027) (2028) (2038) (2048) (2058) (2068)

資本的収⼊ 1.1 2.7 1.5 0.8 2.5 2.2 20.0 19.0 10.7 9.4 12.8 21.8 10.7 12.0 14.0
資本的支出 7.6 4.8 4.6 5.0 7.7 19.4 21.6 34.2 22.8 19.7 25.9 30.9 17.5 21.0 23.5
内部留保資⾦ 39.0 41.7 42.6 43.3 42.8 26.3 32.1 23.1 18.4 16.6 11.4 1.2 △ 7.6 △ 32.8 △ 47.6

⻑期計画期間
実績

　　　　　　年度
 
　
　億円

計画期間
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2-3 計画期間内の収益的収支・資本的収支 

計画期間内の収益的収支、資本的収支、他会計繰⼊⾦を⽰します。 
 

2-3-1 収益的収支 
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2-4 財政計画のまとめ 

2-4-1 財政計画における財源目標 

財政計画における財源目標を以下のとおり設定し、将来の財政計画を試算しています。 
 

財源目標 
① 経常収支⽐率︓100%以上 
② 資⾦残高確保額（内部留保資⾦）︓下⽔道使⽤料収益の50% 

 
① 健全な経営を維持できるように、経常収支⽐率は100%以上を維持するようにしています。 
② 後年度における施設更新に備えるため、内部留保資⾦の確保を目標として設定しています。 
なお、資⾦の確保額は、不測の⼤規模修繕に対応することを想定して、各年度における下⽔道使⽤料収

益の半年分としています。 
 
 

2-4-2 財政計画に基づく目標値 

財政計画においては、上述した設定値を達成することを前提に、目標値を以下のとおり設定します。 

 

 

目標値 算出方法 
策定時 

平成29年度 
現状 

令和４年度 
目標 

令和10年度 
経常収支⽐率 

 (%) 
経常収益/経常費⽤×100 116.18 115.97 ≧100 

累積⽋損⾦⽐率 

(%) 

当年度未処理⽋損⾦/（営業収益-受託

工事収益）×100 
0.00 0.00 0.00 

流動⽐率 (%) 流動資産/流動負債×100 811.44 677.69 ≧586 
企業債残高対 

事業規模⽐率 (%) 

企業債現在高合計ー⼀般会計負担額/営業収

益-受託工事収益-⾬⽔処理負担⾦×100 
206.54 130.13 41.68 

経費回収率 

(%) 

下⽔道使⽤料/汚⽔処理費 

（公費負担分を除く）×100 
124.77 122.63 121.36 

汚⽔処理原価 

(円) 

汚⽔処理費（公費負担分を除く） 

/年間有収⽔量 
106.40 103.32 104.40 

有形固定資産 

減価償却率 (%) 

有形固定資産減価償却累計額/有形固定資産

のうち償却対象資産の帳簿原価×100 
43.91 53.76 ≦64.00 
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○経常収支⽐率 

財政計画に基づいて施設更新を⾏った場合、令和10年度の経常収益は23.2億円、経常費⽤は20.9
億円となる⾒込みです。健全な経営を維持できるように、令和10年度の経常収支⽐率は100%以上と設
定します。 

○累積⽋損⾦⽐率 

未処理⽋損⾦は今後も発⽣しないことを前提とし、令和10年度の累積⽋損⾦⽐率を0.00%と設定しま
す。 

○流動⽐率 

財政計画に基づいて事業を推進した場合、流動資産は18.7億円、流動負債は3.2億円となる⾒込みで
あり、これらの状況を考慮して、令和10年度の流動⽐率は586％以上と設定します。 

○企業債残高対事業規模⽐率 

計画期間内においては、企業債の借⼊は⾏わずに着実な返済を進めていく予定であり、令和10年度の企
業債残高（⼀般会計負担額を除く）は5.4億円、営業収益（受託工事収益及び⾬⽔処理負担⾦を除く）
は13.0億円となる⾒込みであることから、令和10年度の企業債残高対事業規模⽐率を41.68%と設定し
ます。 

○経営回収率、汚⽔処理原価 

財政計画に基づいて事業を推進した場合、令和10年度における使⽤料単価は126.69円/m3、汚⽔処
理原価は104.40円/m3となり、令和10年度の経費回収率は121.36％となる⾒込みです。また、汚⽔処
理原価の目標値は試算結果を基に、104.40円/m3と設定します。 
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2-5 計画期間以降の財政収支の⾒通し 

「2-2 財政収支の⾒通し」に⽰した試算結果では、計画期間内においては、計画的な更新を実施しなが
ら、財源目標を達成することが可能であり、健全経営を維持することができるという結果となっています。しかし
ながら、計画期間以降では、財源目標の達成が難しく、将来にわたり健全経営を維持するためには、将来世
代との負担の公平性を考慮しながら、適度な企業債の借⼊を⾏うとともに、市⺠の理解を得ながら、適切な
範囲で料⾦改定を実施し、資⾦確保に取り組むことが重要となります。  

ここでは、今後50年にわたり健全経営を維持するためには、どのくらいの借⼊及び料⾦改定が必要となるの
かについて試算を⾏います。 

現⾏の下⽔道使⽤料⾦を維持した場合は、図5-18に⽰すとおり、令和19年度以降に赤字に転じる⾒
込みであり、財源目標①の達成は難しくなります。また、図5-20に⽰すとおり、建設改良費の増加に伴い資
本的支出が増加することから、資⾦残高は年々減少し、令和22年度には財源目標②を達成することが難し
くなります。 

財源目標を達成するためには、料⾦改定を実施し、資⾦確保に努めていくことが重要あるとともに、世代間
の公平性を念頭に置く必要性があります。 

その結果、適切な更新を⾏いながら健全経営を維持するためには、図5-21、図5-22に⽰すような料⾦改
定を⾏う必要があるとの試算結果に⾄りました。本試算結果に従って料⾦改定を実施した場合、50年後の
令和50年度の使⽤料単価は、現状の126.69円から98％増の250.41円となる⾒込みです。なお、本試
算結果は現状を基にした試算であり、下⽔道を取り巻く環境は⽇々変化していることから、財政収支⾒通し
については定期的な⾒直しを⾏うことにより、適切な料⾦⽔準や料⾦体系を検討していきます。 
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図5-18 収益的収支と損益（現⾏料⾦のシミュレーション） 

 
 

 
図5-19 使⽤料単価と汚⽔処理原価（現⾏料⾦のシミュレーション） 

 
 

 
図5-20 資本的収支と内部留保資⾦（現⾏料⾦のシミュレーション） 

△ 12

△ 10

△ 8

△ 6

△ 4

△ 2

0

2

4

6

8

0

5

10

15

20

25

30

35

40

H30
(2018)

R5
(2023)

R10
(2028)

R15
(2033)

R20
(2038)

R25
(2043)

R30
(2048)

R35
(2053)

R40
(2058)

R45
(2063)

R50
(2068)

損
益

（
億

円
）

収
益

的
収

支
（

億
円

）

（年度）

収益的収⼊ 収益的支出 損益

実績

計画期間

0

50

100

150

200

250

300

350

400

H30
(2018)

R5
(2023)

R10
(2028)

R15
(2033)

R20
(2038)

R25
(2043)

R30
(2048)

R35
(2053)

R40
(2058)

R45
(2063)

R50
(2068)

使
用

料
単

価
・汚

水
処

理
原

価
（

円
/㎥

）

（年度）

使⽤料単価 汚⽔処理原価

実績

計画期間

△ 80

△ 40

0

40

80

0

5

10

15

20

25

30

35

40

H30
(2018)

R5
(2023)

R10
(2028)

R15
(2033)

R20
(2038)

R25
(2043)

R30
(2048)

R35
(2053)

R40
(2058)

R45
(2063)

R50
(2068)

内
部

留
保

資
⾦

（
億

円
）

資
本

的
収

支
（

億
円

）

（年度）

資本的収⼊ 資本的支出 内部留保資⾦

実績

計画期間



55 
 

 
図5-21 収益的収支と損益（料⾦改定のシミュレーション（案）） 

 
 

 
図5-22 使⽤料単価と汚⽔処理単価（料⾦改定のシミュレーション（案）） 

 
 

 
図5-23 資本的収支と内部留保資⾦（料⾦改定のシミュレーション（案）） 
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2-6 計画期間内の投資・財政計画（収支計画） 

2-6-1 投資・財政計画の収支のギャップ 

計画期間内においては、財政目標を達成できる⾒通しとなっていますが、計画期間以降では財政目標の
達成は困難となることから、将来にわたって安定的に運営するためには収支ギャップの解消に取り組む必要が
あります。 
 

2-6-2 投資・財政計画の収支ギャップ解消のための具体的な施策 

将来的な投資・財政計画の収支ギャップ解消のため、次の5つの施策に取り組みます。 
 
(1) 下⽔道施設規模の適正化 

⼈⼝減少などにより将来の使⽤料の減少が⾒込まれる中で健全な経営を維持していくため、施設や管路
更新時には※ダウンサイジングについて検討し、将来的に必要な排⽔量に⾒合う規模の施設へと更新していき
ます。なお、ダウンサイジングを実施することにより、施設の更新費⽤の削減が⾒込まれます。 
 
(2) 下⽔道施設の適切な維持管理 

⽇常の維持管理及び保守点検を適切に実施することにより、予防保全に取り組みます。また、突発的な
事故や費⽤の発⽣リスクを軽減できるように、施設・設備の状況を⽇常的に把握していきます。これらを⾏うこ
とにより、施設のさらなる延命化を図ることが可能となり、更新費⽤の削減が⾒込まれます。 
 
(3) 下⽔道施設の適切な更新 

⽼朽化した管路については、⻑寿命化を図りつつも適切な時期に更新を⾏い、有収率を向上させることに
より、収益性の改善に取り組みます。 
 
(4) ⺠間活⽤の検討・広域化 

サービス⽔準の維持向上と経費の削減を図るため、⺠間事業者の技術・ノウハウをいかした連携を進めてい
きます。また、官⺠の役割分担を踏まえた連携に取り組みます。 
 
(5) 下⽔道使⽤料の適正化の検討 

現在の収支計画では、計画期間内においては健全経営を維持することができる⾒込みとなっていますが、
計画期間以降は資⾦残高が不⾜することから、下⽔道事業や地域の状況と将来⾒通しを踏まえつつ、下⽔
道サービスの継続と健全な経営の維持が可能となるように、下⽔道使⽤料について検討していく必要がありま
す。将来にわたって下⽔道事業を安定的に運営するために、更なる経営の合理化に努めつつ、今後の下⽔
道使⽤料の適正化について検討していきます。なお、使⽤料改定が必要との判断に⾄った場合には、市⺠の
皆さまへ適切な説明を⾏っていきます。 
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第６章 進捗管理 

 
 

将来の事業環境や財政計画の収⼊・支出は、現時点での実績に基づいて算定していることから、今後の
社会情勢によって⼤きく変化する可能性があります。そのため、本経営戦略は毎年進捗管理を⾏うとともに、3
〜5年ごとに⾒直しを⾏うこととします。 

進捗管理の際には、「下⽔道事業のストックマネジメントのガイドライン」の業務指標や「経営⽐較分析表」
の経営指標を活⽤することにより、定量的に評価していきます。また、経営戦略の内容と事業の実施状況が
乖離している場合には、※PDCAサイクルを⽤いてその原因について把握・分析するとともに、現状に⾒合った
内容へと⾒直しを図ります。なお、⾒直しを⾏った際には、⾒直し内容を公表することにより、事業の透明性を
高め、健全な事業運営を⾏えるように努めていきます。 

 
 

 

 
 
 

図6-1 PDCAサイクル  

第６章 進捗管理 

投資計画の再検討 

・ダウンサイジングの検討 

・適切な維持管理による長寿命化の検討 

・投資の精査 

・新技術の採用による費用削減 

・優先順位の見直し，施設の統廃合など 

財源試算の再検討 

・内部留保資金の見直し 

・使用料の見直し 

・新たな財源の調査 

投資以外の経費の効率化 

・組織体制の見直し 

・※ICT 活用による効率化など 
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資料編 用語集 

 
 
【あ⾏】 
  圧送管（方式） 
圧送管（方式）は、⾃然流下方式で流すことが困難になった場合の下⽔道管布設方法です。ポンプ
の⼒を利⽤して低いところから高いところへ⽔を流す方式をいいます。 
 
  オーバーホール 
機器類の分解・清掃・再組み⽴てを⾏うことで新品同様の性能状態に戻す維持管理作業のことです。 
 
  汚⽔処理⼈⼝ 
汚⽔処理⼈⼝とは、下⽔道、農業集落排⽔、合併処理浄化槽等の⽣活排⽔処理施設によって汚⽔
排⽔を処理している⼈⼝を⽰すことが⼀般的ですが、本編では、特に下⽔道を使⽤して⽣活排⽔を処
理している⼈⼝数を⽰しています。 
 
  汚⽔量原単位 
下⽔道の汚⽔排⽔には、住⺠の方がお⾵呂や台所など⽣活で使⽤する「⽣活汚⽔」、工場で使⽤する
「工場汚⽔」、観光客が⽇帰り・宿泊で使⽤する「観光汚⽔」など⽤途に応じて様々な汚⽔排⽔が存在
します。それぞれの汚⽔排⽔量を簡単に算出可能にするため、⾯積当たりの汚⽔排⽔量を設定した定
数を汚⽔量原単位と⾔います。 
 
【か⾏】 
  開⽔路 
⽔⾯を持つ⽔路のことを⽰します。⼀般的には、河川、⽤⽔路、排⽔路に⾒られる排⽔路上⾯に蓋が
かかっていない⽔路のことです。 
 
  管路改善率 
（改善(更新・改良・維持) 管路延⻑／下⽔道布設延⻑）×100により算出します。当該年度に更
新した管路延⻑の割合を表した指標で、管路の更新ペースや状況を把握できます。 
 
  管路⽼朽化率 
（法定耐⽤年数を経過した管路延⻑／下⽔道布設延⻑）×100により算出します。法定耐⽤年数
を超えた管路延⻑の割合を表した指標で、管路の⽼朽化度合を⽰しています。⼀般的には、数値が高
い場合には法定耐⽤年数を経過した管路を多く保有しており、管路の改築等の必要性を推測すること
ができます。 
 
  企業債 
施設整備などの費⽤に充てるために国や地方公共団体⾦融機構から借りた借⾦のことです。 

参考資料 用語集 
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  企業債残高対事業規模⽐率 
[（企業債現在高合計－⼀般会計負担額）／（営業収益－受託工事収益－⾬⽔処理負担
⾦）]×100により算出します。料⾦収⼊に対する企業債残高の割合であり、企業債残高の規模を⽰
す指標です。 
 
  経常収支⽐率 
（経常収益／経常費⽤）×100により算出します。経常費⽤が経常収益によってどの程度賄われてい
るかを⽰すもので、事業の収益を占める指標の１つであり、100％以上であることが望ましいとされます。 
 
  経費回収率 
[下⽔道使⽤料／汚⽔処理費（公費負担分を除く）]×100により算出します。使⽤料で回収すべき
経費を、どの程度使⽤料で賄えているかを表した指標であり、使⽤料⽔準等を評価することが可能となり
ます。 
 
  健全率予測式 
国⼟交通省の国⼟技術政策総合研究所が設定した予測式を⽰します。下⽔道管路の経過年数ごと
の劣化状態の進⾏状況を表しています。 
 
  更⽣（管）工法 
⽼朽化して機能が低下した下⽔道管の内⾯に補修を加えることで、下⽔道管を取り替えることなく継続
使⽤する方法です。 
 
  固定資産 
⼀般的に１年以上の⻑期にわたって使⽤又は利⽤する目的で保有する資産をいいます。 
 
【さ⾏】 
  シールド（工法） 
下⽔道管を地下トンネルとして構築する工法の⼀つ。「シールドマシン」と呼ばれるトンネル掘削機で安全
に地下を掘削・トンネルを築造する。開削せずに管路を繋げる⾮開削工法です。 
 
  施設利⽤率 
（晴天時⼀⽇平均処理⽔量／晴天時現在処理能⼒）×100により算出します。施設・設備が⼀⽇
に対応可能な処理能⼒に対する、⼀⽇平均処理⽔量の割合であり、施設の利⽤状況や適正規模を
判断する指標です。 
 
  ⾃然流下（方式） 
⼀般的な下⽔道は、⾃然流下方式と呼ばれる方式で地下に管を埋設することが多いです。⾃然流下
方式は、下⽔道管に勾配を付けて埋設することで、管の中を⽔が⾃然に流れる仕組みにしたものです。
す 
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  使⽤料単価・汚⽔処理原価 
使⽤料単価とは、有収⽔量1ｍ3あたりの使⽤料収⼊のことであり、汚⽔処理原価とは有収⽔量1ｍ3

あたりの汚⽔処理費のことです。 
 
  従量料⾦ 
処理⽔量に応じて発⽣する料⾦のことをいいます。 
 
  推進（⼩⼝径管推進工法） 
下⽔道管を地下トンネルとして構築する工法の⼀つ。管の直径700 mm以下のものを特に「⼩⼝径管
推進工法」と呼びます。⼈がトンネルを掘るのではなく、推進機械が⽳を掘り、開削せずに管路を繋げる
⾮開削工法です。 
 
  ⽔洗化率 
（現在⽔洗便所設置済⼈⼝／現在処理区域内⼈⼝）×100により算出します。現在処理区域内
⼈⼝のうち、実際に⽔洗便所を設置して汚⽔処理している⼈⼝の割合を表した指標です。 
 
  ストックマネジメント 
持続可能な下⽔道事業実施のため、下⽔道施設全体を把握し、⻑期的な視点で施設の点検・調査、
修繕・改善を実施、最適化することを目的とした⼿法です。 
 
【た⾏】 
  ダウンサイジング 
現状と⽐較してサイズ（規模）を⼩さくすることで効率化やコスト縮減を図る⼿法の事です。下⽔道事
業においては、⼈⼝減少に準じた施設や管路のサイズの⾒直しがこれに該当します。 
 
  ダクタイル鋳鉄管 
鋳鉄を改良して強度を高めたダクタイル鋳鉄を材料として使⽤した下⽔道管のことです。 
 
  ⻑期前受⾦戻⼊ 
固定資産の取得に充てるために交付を受けた補助⾦等、繰延収益（⻑期前受⾦）として貸借対照
表の負債の部に計上し、取得した固定資産の減価償却に⾒合う分を毎年度取り崩して収益に計上し
たものです。 
 
  独⽴採算制 
皆さんに市へ納めていただく市⺠税などの税⾦ではなく、処理⽔量に応じて支払っていただく使⽤料収⼊
などにより経費を賄うことを基本としています。 
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【な⾏】 
  内部留保資⾦ 
減価償却費などの現⾦支出を伴わない支出や収益的収支における利益によって、企業内に蓄えられる
⾃⼰資⾦のことをいいます。 
 
【は⾏】 
  普及率（下⽔道） 
下⽔道を利⽤できる⼈⼝を⾏政⼈⼝で除した値です。 
 
  標準活性汚泥法 
下⽔処理場に流れてくる汚⽔（下⽔道有機物）を微⽣物の⼒で⽣物処理する方法で、⽇本では最
も⼀般的な処理方法です。汚⽔と微⽣物と空気を混ぜることで、汚⽔は微⽣物により分解され、⽔分と
汚泥分になります。⽔分は、消毒され河川に戻されます。汚泥分は従来は埋⽴てに利⽤されていました
が、近年では建設資材の材料や肥料に有効活⽤されリサイクル率も高くなってきています。 
 
  樋⾨・樋管 
⾬⽔や⽔⽥の⽔などが⽔路を流れ、より⼤きな河川に合流する場合があります。合流する河川の⽔位が
洪⽔などで高くなった場合に、その⽔が逆流しないように設ける施設です。 このような施設のなかで、堤
防の中にコンクリートの⽔路を通し、そこにゲート設置する場合、樋⾨または樋管と呼びます。⼀般的に
構造が箱型構造のものと管構造のもので呼び方を変えていますが機能は同じです。 
 
  複式簿記 
１つの取引について、それを原因と結果の両方から捉え、２⾯的に記録していくことにより、現⾦、⼟地、
建物などすべての資産の動きや損益を把握する方法です。下⽔道事業においては、収益的収支と資本
的収支の２本⽴てで記録しています。 
 
  法定耐⽤年数 
地方公営企業法施⾏規則により定められた、減価償却計算を⾏うための会計制度上の年数です。法
定耐⽤年数を超過すると「経年化資産」となり、更新の対象として区分けされます。 
 
  ボックスカルバート 
下⽔道⽤、地下道⽤などに⾒られる、コンクリート製の箱型暗渠構造物のことです。 
 
【ま⾏】 
  マンホールトイレ 
マンホールトイレとは、災害時にマンホールの上に簡易的なトイレ設備を設置して迅速にトイレ機能を保
持する仕組みです。災害トイレ、防災トイレなどと呼ばれることもあります。 
 
  マンホールポンプ 
マンホールポンプは、圧送管（方式）で使⽤するポンプが⼩規模の場合、下⽔道のマンホールの中にポ
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ンプを設置する方式のことです。 
 
  目標耐⽤年数 
耐⽤年数とは、減価償却資産が利⽤に耐える年数を⽰しており、資産の種類・構造・⽤途などによって
決められています。⼀方、目標耐⽤年数は、過去の実績等から期待できる耐⽤年数を別途設定したも
のです。 
 
【や⾏】 
  有形固定資産減価償却率 
（有形固定資産減価償却累計額／有形固定資産のうち償却対象資産の帳簿原価）×100により
算出します。有形固定資産のうち償却対象資産の減価償却がどの程度進んでいるかを表す指標で、資
産の⽼朽化度合を⽰しています。数値が高いほど施設の⽼朽化の度合いも⼤きくなります。 
 
  予防保全（による維持管理） 
施設の機能を停⽌させないために、周期的な点検を⾏い、消耗・摩耗した部品の交換を⾏うことで、機
器類の故障を未然に防ぐ事を目的とした管理方法です。 
 
【ら⾏】 
  流動資産 
固定資産とは対照に、通常1年以内に現⾦化又は費⽤化される資産のことをいいます。 
 
  流動⽐率 
（流動資産／流動負債）×100により算出します。流動資産の流動負債に対する割合を⽰します。
下⽔道事業の財務安定性をみる指標であり、この値は100％以上でより高い方が、安全性が高いとさ
れます。 
 
  流動負債 
企業の主目的たる営業取引によって発⽣した債務及び1年以内に支払の期限が到来する債務などをい
います。 
 
  累積⽋損⾦⽐率 
[当年度未処理⽋損⾦／（営業収益ー受託工事収益）]×100により算出します。累積⽋損⾦の受
託工事収益を除いた営業収益に対する割合を⽰します。累積⽋損⾦とは営業活動の結果⽣じた⽋損
⾦が当該年度では処理できず、複数年にわたって蓄積したものをいい、この値は0％であることが望ましい
とされます。  
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【英⾏】 
  ICT活⽤ 
ICTは、情報通信技術の略称で、通信技術を活⽤した産業・サービスの総称です。下⽔道事業におい
ては、情報の⾒える化・他分野との連携に活⽤する方針です。 
 
  PDCAサイクル 
効率的に事業を⾏うための継続的改善⼿法のことです。「Plan（計画）→Do（実⾏）→Check
（評価）→Action（改善）→Plan（計画）→・・・・・」を繰り返すことによって、事業全体を従属的
に改善していく⼿法の事です。 
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お問い合わせ先 

守⾕市上下⽔道事務所 上下⽔道課 

〒302-0110 守⾕市百合ケ丘二丁目 2734 番地の 1 

TEL︓0297-48-1842  FAX︓0297-48-6087 

E-mail︓jougesui@city.moriya.ibaraki.jp 

上下⽔道事務所ホームページ︓ 

    https://www.city.moriya.ibaraki.jp/kurashi_tetsuzuki/suido/index.html 

https://www.city.moriya.ibaraki.jp/kurashi_tetsuzuki/suido/index.html

